政策ニュースレター第61号－これまでの議論の整理が提案される
中医協第159回総会の開催報告
中央社会保険医療協議会（中医協）の第159回総会が1月13日、厚生労働省会議室で開かれ、連合からは中島圭子総合政策局長が参加した。平成22年度診療報酬改定の閣議決定を受け、2009年9月から12月までの間に行われた議論の整理が提案され、1号側、2号側から多くの意見・要望をもとに議論した。次回第160回において、長妻厚生労働大臣からの諮問を受け、「骨子」を策定。以降、パブリックコメント（2010年1月15日～1月22日）、1月22日には地方公聴会が開催される。

　事務局は、「平成22年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（案）」を提示。今回示された議論の整理（案）は、これまでの議論において1号側と2号側で概ね一致が見られた内容について、「～を行う。～とする。～を新設する。」と表記、引き続き議論を要する内容は、「～を検討する。」と表記されている。1号側から指摘した主な意見は次の通り。「救急軽症者については一定の条件を満たした場合に、特別料金徴収を可能とする」（Ｐ8）に対して、「患者の立場からは公正に欠く。削除すべき。」（白川委員）、「実態は承知しているが、特別料金の徴収といった手法が疑問。」（勝村委員）と反対を表明。認知症患者（Ｐ10）については、「専門的医療機関はまだ十分整備されていない。評価を新設することで偏在解消や専門医療機関整備へのインセンティブがあるのか。」（中島委員）。入院基本料の72時間問題（Ｐ7）に対して、「これまでの議論は、‘緩和措置を周知する’だった。評価を新設することによる効果はどうなのか。」（中島委員）と指摘。医療の透明化（Ｐ13）に対して、「‘レセプトの発行は原則として患者全てに無料発行し、そのことを周知すること’を引き続きの検討項目として補記してほしい。」（勝村委員）と強く要請。「レセプトは全患者に無料発行、必要としない患者には発行することはない。このことは1号側として一貫している。」（白川委員）と主張。

　なお、今後争点となる主な項目は、「ＤＰＣにおける診療報酬」と「再診料」、「外来管理加算」。ＤＰＣの機能評価係数については、「平成22年度改定に間に合うようにチーム医療指数の検討をお願いしたい。」（2号側委員）と要請。

　また、地域の特性を考慮した診療報酬のあり方については、事務局より、看護職員の確保が困難である地域を想定した緩和措置の試行が提案された。2号側からは、地域医療への配慮を強く望む意見が多数挙げられた。しかし、1号側は、「離島などを除いては、基本的に医療サービスの提供は全国一律であるべき。仮にトライアルとしてもその地域選定が困難。現時点では選定の際の正確なデータもない。」と慎重な作業を主張。中島委員は、「地域特性を考慮し検証作業を行うには、看護不足というアプローチではなく医療ニーズの面などいくつかの多角的な指標が必要ではないか。交通事情や市町村合併で地域課題や受診動向も変わるなど複雑。24年度改定に向けてじっくり検討してはどうか。」と慎重に検討していくことを提案。再度、審議していくこととなった。
